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Interview
経済学がご専門で、社会資本整備৹ٞ会・交通政ࡦ৹

ٞ会技術分Պ会の技術部会のҕ員であり、日本の生産性
についての研究等でご活༂されているୌᖒ氏に、我が国
経済の現状と課題、人ݮޱ少下における経済成長に向け
た今後のల๬などについて、お話を伺った。

���զ͕国ࡁܦのݱঢ়ͱ՝୊
ᶃજࡏ成௕཰্޲のΧΪ͸資本ͱਓ΁の౤資

人ݮޱ少下の我が国のજ在成長཰を高めるには、労働
力を増やすことには限界があり、今後は資本投入ྔと全
要ૉ生産性を向上させることが重要である。これまで全
要ૉ生産性が৳びていなかったのは、資ݯ配分の問題で、
生産性の高い民間企業への人材移動が進んでいないとい
うミスアロケーションがあった。また、設備投資をして
も、それを使いこなすための人への投資が不足している
ことも課題であった。様々な分野でਂࠁな人手不足が問
題となっており、設備投資を増やそうとしても対応でき
ないという供څ制໿が、経済成長のボトルネックとなっ
ている。技術革新やi�$onTtruDtion ���等を通じて、こ
うした課題に対応していく必要がある。

ᶄ৽͍ٕ͠ज़͕ઃඋʹʮମԽʯ͞Εɺ͍͜࢖ͳ͢͜ͱͰ
生産ੑ্͕͢޲Δ
経済学では「体化」という考え方がある。これは、新

しい技術が機ց等の設備に備わることであり、例えば、
��年前のύιコンと最新のύιコンでは、処理଎度や
使えるιフトウェアが大きく進化し、最新のύιコンに
は新しい技術が「体化」されている。そのような設備を
使いこなすことで生産性が向上すると考えられる。日本
は過去��年間、設備投資が不足していたため、ݹい設
備を使い続け、生産性が上がらないѱ॥環にؕっていた。
足下では設備投資が少し増えているが、それも更新の投
資にとどまっている。新しい技術を体化した設備への投
資を進めることで、労働生産性を高めていく必要がある。

公共投資についても、高度経済成長期に整備したイン
フラは更新時期を一੪にܴえている状گであり、優先順
Ґをつけて選択的に新しい技術を体化したインフラに投
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資をしていくことが重要である。また、۽本のTSM$や
๺ւ道のラピダスなど、政෎が重要な投資をࣔすことで、
民間企業にもྑい波及効果（スピルオーバー効果注1）が
期待できる。また、GDPを増やすには、民間企業がւ
֎投資から国内投資にճؼしていくことも重要だ。

ᶅզ͕国のਓ΁の౤資͕௿ਫ४ͳഎܠ
新しい設備に投資しても、それを使いこなせる人がい

なければ生産性は向上しない。日本企業の人への投資は、
ॾ֎国と比べて௿い水準にある。そのഎܠには、日本企
業が仕事を通じた܇練（0+T）を重視してきたことであ
り、それは業務の効཰化には有効だったが、新しい知識
を֎から得たり、業務を௒えた知識を習得することには
不向きであることから、ඈ༂的な生産性向上にはつなが
らなかった。また、人への投資は、ιフトウェアや研究
開発等のແ形資産投資と補完的な関܎にあり、本来は྆
方を増やすべきだ。しかし、ແ形資産の中でもI$T投資
や研究開発投資は「投資」として考えられる一方、人へ
の投資は「コスト」として認識されやすく、また、୹期
的に効果が見えにくいため、投資が進まなかった。さらに、
転職཰が上がる中で、教育܇練してもଞ社に転職されて
しまうので投資しないという、「過খ投資」の問題もある。

重要なのは、人への投資は毎年継続しなければならな
いという点である。研究によれば、人的資本のঈ٫཰は
年��ˋとされる。つまり、���あった知識のうͪの��
程度が�年後にはݹくなり、௠෗化してしまう。継続的
な投資がなければ、人的資本は஝積されない。企業によ
る継続的な人への投資を行うことを促すために、政෎が
補助することも考えられる。

ᶆ"I࣌୅Ͱ͸ϦεΩϦϯάࢧԉ΍ਓࡐの࠶഑ஔのͨΊ
の࿑ಇのྲྀಈԽଅਐ͕ඞཁ
AI・ロボット等の進లにより、̑年Ҏ内には人手が不

要になる職種も出てくると予想される。政෎の役割とし
ては、そういった職種の人に対して、求められるスキル
や教育を明ࣔし、リスキリンάを促すことが考えられる。
また、AI等によって༨৒人員を࠶配置することは経済上
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有効だ。この時、労働市場の流動化を同時に進めること
が重要である。

現在、人手がそれ΄ど必要ないにもかかわらず、規制
等で人を動かせないという「見えない失業状ଶ」が発生
している領域がある。これは社会的に大きなଛ失となっ
ているので、そうした分野に関連する規制は؇࿨してい
くべきだ。

���ਓݮޱগԼʹ͓͚Δզ͕国のࡁܦ成௕ʹ͚ͨ޲औ૊
ᶃࣗಈӡసɾσʔλ׆༻ʹΑΓαʔϏεの࣭ʹԠͨ͡Ձ
֨ઃ定Λ
自動運転やデータ活用による交通需څの最適化は、人

少下における生産性向上にとって極めて重要であݮޱ
る。しかし、自動運転の分野で日本企業はւ֎から஗れ
ている。規制があるならば、特۠等を活用して؇࿨し、
実証実験を行うなどして、日本企業が技術革新に取り組
めるよう、制度面から政෎がサポートする必要がある。
また、高଎道路のダイφミックプライシンά（変動ྉۚ
制）はもっと進めるべきだし、ࠞ雑時のྉۚを大幅に上
げるなど、もっとॊೈに価֨差をつけて価֨の変化で需
要がどの程度変化するかを確認することが重要である。

米国と比べると、日本の消費者はサービスの質に対す
る要求がݫしく、その割にྉۚෛ担がখさいため、消費
者の༨৒が大きいࡒやサービスがある。一方、米国では、
ྑいサービスを受けるためには消費者が高いྉۚをෛ担
している。日本でも、人手不足や人件費高ಅの流れの中
で、消費者がこうした状گを理解し࢝めているので、例
えば、サービス内容に応じて価֨を変えることに対して
受け入れられる༨地はあると思う。

ᶄ৽ࢢ৔の૑ग़͕௕ظతͳࡁܦ成௕ʹͭͳ͕Δ
経済成長を促進する方法には大きく二つの考え方があ

る。一つは既存産業の中での資ݯ配分の効཰化である。
もう一つは新しい産業や新市場の創出であり、これらは
長期的な経済成長の道ےをҾき上げる効果があるので非
常に重要である。しかし、過去をৼりฦると、日本は必
ずしも市場開୓をうまくできていなかった。例えば、日
本の大学で開発された重要な技術について、特許ਃ請の
手続きが൥雑で費用もかかるためにਃ請せず、݁果的に
ւ֎の大学が特許を取得し、大きな市場を֫得したとい
う事例がある。

国土交通分野でも、特許に関するデータからまだ開୓
されていない領域を೺Ѳするなどした上で、新しい市場
を自ら作っていくことが必要だろう。また、成長意ཉが
ある中খ企業やスタートアップ企業に対して、政෎が൐
走支援を行い、手ްくサポートすることも重要である。

͚ͯ޲ʹݱҾ͢ΔΠϯϑϥの࣮ݗ成௕Λࡁܦ���
ᶃ政府の໾ׂ͸ʮਫઌҊ内ਓʯͱͯ͠ํੑ޲Λࣔ͢͜ͱ

現政ݖでは��の重点分野注2を設定し、׭民連ܞでイ
ノベーション創出に取り組んでいるが、各分野が非常に
広く、優先順Ґ付けが重要となる。政෎ができることは、

「こういう方向でやっていく」というガイダンスをࣔし、
補完的な民間投資をҾき出す「水先案内人」の役割であ
る。例えば今後何年間は長期的にサポートするというこ
とをࣔすことで、民間企業は今後の見通しを立てやすく
なる。また、規制・制度面での見௚しも政෎の重要な役
割である。経済特۠では生産性に関してྑ޷なύフォー
マンスをࣔした例があるので、新技術を્んでいる規制
や制度をॊೈに見௚すことが、政෎の役割である。

ᶄٕज़ɺਓࡐɺ国ࡍ౳ɺ༷ʑͳ౤資Λʮ૬׬ิʹޓʯ͢
Δ͜ͱͰ生産ੑ্޲Λ
研究開発投資とI$T投資には補完性があり、྆方を

行ってこそ生産性が৳びる。一つが欠けると投資全体の
収ӹ཰が下がってしまうので、「૬ޓに補完」すること
が重要となる。特に日本では、今いる労働力を教育・ト
レーニンάしていく人材育成を合わせて行っていくこと
も必要だ。建設現場でも、i�$onTtruDtion ���などの取
組を通じて働き方վ革を進め、ঁ性や高ྸ者の活༂も視
野に入れることが重要である。

インフラ・交通分野の国際ల開については、政෎が標
準化や規֨の面で支援することが有効と考えられる。ま
た、優れた技術を持つ企業がւ֎進出する際、先方国と
の交বをスムーズにしたり、民間企業をଋねたりするな
ど、組৫力やマネジメント面でのサポートが期待される。

ᶅࡁܦશମの生産ੑدʹ্޲༩͢ΔΠϯϑϥのҡ࣋ʹ͸
৽ٕज़ʹΑͬͯղܾΛ
社会資本は経済全体の生産性向上とີ઀に関܎してい

るが、高度経済成長期に整備したインフラが老朽化し、
更新をどうしていくかという課題がある。すべてを維持
していくことはࡒ政的に困難と考えられるが、うまく選
択と集中ができれば生産性向上が期待できる。日本経済
の̓割を઎めるサービス業の生産性向上に、社会資本が
与しているという研究もある。最先端の技術を導入しد
ていくことがඈ༂的な生産性向上につながる可能性があ
る。

整備したインフラを今後維持していくことは人材面や
資ۚ面の課題が大変であるが、新しい技術によってそう
いった課題がクリアされることを期待している。
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ΠϯλϏϡʔ
Λࡦɺࣾձશମɺকདྷੈ୅のͨΊʹΠϯϑϥ政ͭͭ͑ࢧ成௕Λࡁܦ
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Interview
土໦計画学がご専門で、産学׭連ܞインフラઓུਪ進

プラットフォームのインフラઓུਪ進アドバイザリー
ボードのҕ員であり、ストック効果の研究等でご活༂さ
れているখ஑氏に、経済成長をݗҾする社会資本の役割・
課題、生産性向上に向けた国土交通分野の今後のల๬な
どについて、お話を伺った。

�� Ҿ͢Δࣾձ資本の໾ׂɾ՝୊ݗ成௕Λࡁܦ
ᶃΠϯϑϥ΁の౤資͸ߴ౓ࡁܦ成௕ΛݗҾ

我が国におけるインフラ整備は、����年Ҏ前は主に
フローの経済効果にண໨し、ޏ用対ࡦとして行われてき
た。そして、��年代から��年代にかけて一貫してイン
フラを整備し続けたことが、我が国の高度経済成長を支
えたというྺ࢙がある。౰વ、このインフラ投資がなけ
れば高度経済成長は果たせなかったと言える。

高度経済成長期では、自動車や家電産業が土地や労働
力を求め地方で工場を立地し、部品や製品を運Ϳ高଎
道路໢や人流のための新װઢ等のインフラ整備によって
人・モノ・情報の఻達がスムーズになった。経済成長と
インフラは໖ີにつながっており、ޏ用・土地・交通໢
がうまく連動し、このストック効果が日本全体の経済成
長をݗҾした。

ᶄ産ߏۀ଄のมԽʹԠͯ͡Πϯϑϥの໾ׂ΋มԽ
��年代Ҏ߱は、一貫して予算のシーリンάによる管

理、そして、予算がఀ滞・ॖ খする中で、インフラのストッ
ク効果もঃ々に失われてきた。これが今の௿成長の要Ҽ
の一つである。フロー効果は୹期的に発現するが、ストッ
ク効果は時間をかけてじわじわと発現してくる。今、イ
ンフラを重点投資しても、ストック効果が大きく発現す
るのは�� ʙ ��年後になる。したがって、୹期的な成
果にとらわれず、長い໨で見て、ॗ々と必要なもの、あ
るいは効཰が௿いものを効཰化していく作業は続けてい
かなければならない。

現在は൒導体やAIといった産業が経済の中心に移行し
てきており、インフラの役割も少しずつ変わってきてい
る。また、経済成長をݗҾするためのインフラはどうあ
るべきかを考える際、長い໨で見て、日本国土はどうあ
るべきかと連動して、経済成長とインフラの役割を考え
る必要がある。

ᶅݱ୅͸ΠϯϑϥのྔʹՃ࣭͑ͯのࡁܦ্͕޲成௕ʹͭ
ͳ͕Δ
我が国において、インフラがශऑなために成長のボト

ルネックとなっている要Ҽは多々ある。インフラをつく
ることですぐに生産性が高まるわけではないが、ボトル
ネックを取りআくという意ຯで経済成長にとって必要不

可欠なものである。現状では、地方都市の交通渋滞、都
市部の通ۈのࠞ雑、੬ऑな国土の防災対ࡦの面など様々
なボトルネックを๊えている。人ޱも経済も成長する時
代ではなく、経済がఀ滞・成熟する中では、実は、ྔに
Ճえて質を上げていくという考え方にシフトすることが
経済成長につながると考える。今後、ੈ界からの需要や
要๬に応えるためにも日本のインフラの質を上げておく
ことは非常に重要で、それがうまくマッチすれば、もう
一度、高度経済成長が起こる可能性はある。

�� 生産ੑ͚ͨ޲ʹ্޲Πϯϑϥʹؔ͢Δऔ૊のํੑ޲
ᶃʮબ୒ͱूதʯ͸౦ژ一ूۃதͱ஍ํਰୀΛট͍ͨ

日本における「選択と集中」のٞ࿦には、産業や国土
等の様々な状گをे分に理解できない中で、୭がどう
やって決めるのか、国民的なٞ࿦や合意をどう取るのか
といった視点が決定的に欠けている。効཰性や࠾算性に
注力し、Պ学的ࠜڌの基に行われているように見える「選
択と集中」という考え方が流෍されることによって、݁
果として౦ژの一極集中と地方の衰退を生んでいるので
はないか。ੈ界では、地方に住み続けることの意ຯをど
う考えるか、それとインフラ政ࡦをどう紐付けるか、と
いう方向で進んでおり、日本もそのような方向性で考え
るべきである。国のক来をࠨӈする国土交通行政が、୹
期的なརӹを求める民間投資のような考え方にؕること
を危ዧしている。

ᶄੈքͰ͸ΠϯϑϥのՁ஋ΛධՁ͢ΔͨΊのख๏ɾࢦඪ
͕มԽ͖͍ͯͯ͠Δ
ӳ国をはじめੈ界各国で、Պ学的手法のສ能性が信じ

られてきたが、今ではそれが変わっている。����年代
Ҏ߱、経済がఀ滞する中で、インフラ整備をՊ学的ࠜڌ
で証明することがੈ界中で難しくなってきている。

ӳ国ではシφリオを立てて、インフラがいかに社会に
貢献できるかによってインフラ投資をධ価する動きにな
り、オランダでは国家が໨ࢦす方向を౿まえてインフラ
計画を立てている。ੈの中が不ಁ明になると、インフラ
の価値を既存の手法で理解・આ明することが不可能にな
りつつあり、Պ学的ࠜڌは౰વ必要だが、ࢦ標がかなり
変わってきている。インフラがなければ成長しないのは
౰વであり、国民的なٞ࿦や合意をどう取るかが今の関
心事になっている。

ᶅΠϯϑϥの本࣭త໨త͸ࣾձతแઁ
インフラや公共投資の第一໨的は、社会的なแઁのた

めにある。୭もが安全で安心できる฻らしを作ることが
第一で、インフラにより災֐リスクを௿ݮすることは౰
વ有効な手段で、その追Ճとして民間投資をݺび込むと



いった話がくる。ࢲたͪはޏ用がないと生きていけない
ため、安全・安心に฻らせる社会のためのޏ用を作ると
いう間઀的な意ຯで産業政ࡦがあるべきだ。

ᶆΠϯϑϥ࿝ٺԽ対ࡦ͸国の੹຿Ͱ͋Δ一ํɺ成௕産ۀ
ʹ΋ͳΓಘΔ
インフラ老朽化によって生活の質が௿下することはݑ

法上もあってはならないことで、対ࡦを行わなければな
らない。一方で、ੈ界に先ۦけて人ݮޱ少を経験し、ア
ジアの中ではૣ期にインフラを整備した我が国の経験
は、アジアをはじめੈ界各国にক来的に売り込める新た
なビジネスになる。人ݮޱ少下での交通マネジメントや
インフラメンテφンス技術において日本は先進的であ
り、そのような技術やノウハウを今後、ੈ界各国にも波
及させていくという成長産業としても期待できる。その
際は、国土交通লがݺびかけ、技術を定型化・標準化し
ていくことが必要である。

�� ͚ͯ޲ʹݱҾ͢ΔΠϯϑϥの࣮ݗ成௕Λࡁܦ
ᶃ೔本の国౔શମΛݟਾ͑ͯΠϯϑϥ΁の౤資Λ͑ߟΔ
΂͖
インフラ投資には୹期のフロー効果、中期のストック

効果があり、໨の前の労働力ݮ少の課題に対して産業の
効཰化をਤっていくことが期待される。しかし、より長期
には、インフラは国土構造そのものを変え、ࢲたͪの生
活スタイルや働き方にまでӨڹする。��年代Ҏ߱起こっ
ている౦ژ一極集中も、その݁果の一つである。より長
期で考えれば、インフラ投資は人ݮޱ少問題にもӨڹす
る。すなわͪ、インフラ投資に൐って地方にޏ用を作り、
広い家に住んでもらえれば、人ޱが増える可能性がある。

もっとも、中期で労働力ݮ少を何とかするということ
と、長期で人ݮޱ少そのものに取り組むという二つの視
点には、前者を追い続けていると、後者は達成できない
といった関܎性がある。すなわͪ、効཰のྑい都会だけ
がつくられ、都会だけが残るような国土は問題である。
より長期的な視点で国土全体におけるインフラや交通の
あり方をٞ࿦することが必要である。

ᶄΠϯϑϥ政ࡦ͸国ຽత՝୊Ͱ͋Γɺ国ຽతͳٞ࿦Λ
��年代から��年代のバブルのࠒのθネコンԚ職問題

も一Ҽとなり、国民は建設業やインフラと政治を切り離
すことを๬んだ。それによって行われたのが、۩体的な

インフラ長期計画のഇࢭと、インフラ選定におけるՊ学
的ࠜڌやಁ明性の確保である。ੈ界でそのようなことを
やっている国は΄とんどない。

国土における政治的課題の一ஸ໨一൪地はインフラ政
である。政治とインフラを切り離してうまくできるかࡦ
というと、うまくいかなかった。ここでの「政治」とは、
インフラ政ࡦに対する国民的なٞ࿦のことで、国民的な
関心がബれていることに危ዧしている。日本国民が日本
国土をどうしたいかということを真݋にٞ࿦する場がな
いのが最大の問題である。

ᶅϤʔϩούͰ͸஍ํ政͕ࡦ国Ոత՝୊
Ϥーロッύでは、地方をどうするか、地方自治をどう

するか、地方の産業をどうするかに関して、多くの有識
者や専門家がٞ࿦している。例えばӳ国では、レベリン
άアップ政ࡦという地方活性化政ࡦがあり、Τビデンス
ベースの産業政ࡦのٞ࿦がある。一方、日本では、地方
の自ݾ責任࿦ということで、ٞ࿦されなくなった。その
ような状گで、ւ֎の手法だけを日本に援用しても決し
てうまくいかない。インフラ政ࡦのためには、より۩体
的な日本国土像のٞ࿦が不可欠である。

ᶆ࣍ੈ୅のͨΊʹʵ෩౔ɾ఻౷ɾจԽのܧঝͱΠϯϑϥ
の໾ׂ
インフラ事業は、次ੈ代、すなわͪଙやિଙのੈ代に

何を残せるかにつながる。౦ݹ໊、ژ԰、大ࡕのような
大都市だけが残るのがいいのかというと、そうではない
と多くの国民が思っている。ࢲたͪが住んでいる日本と
は何かを考えたとき、地方には様々な৯文化や఻統的な
もの、そしてそれらを支える೶業、ړ業、ྛ 業などがあり、
こういったものこそが日本だとすると、それをいかに維
持できるかを考え、国土のあり方のٞ࿦をした後に、持
続可能なインフラ政ࡦがٞ࿦なされるべきである。໨先
の生産性や費用ศӹ比のٞ࿦で݁࿦付けてはならない。

一度失われたものは取りฦしがつかないという中で、
どうすれば人が住み続けることができるかを重点に考え
るべきで、๛かな文化を次のੈ代に残すということを意
識した方がྑい。フランスやオランダ、ӳ国では、その
国の෩土や఻統、๛かな文化をいかに次ੈ代に残すかと
いうٞ࿦をした上で、国土交通行政が存在している。ক
来ੈ代のために、我が国の෩土や఻統、文化をいかに継
ঝするのか、国民的なٞ࿦が必要な時期が来ている。



ΠϯλϏϡʔ
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Interview
日本成長ઓུ会ٞにおける「造ધワーキンάάループ」

等の構成員であり、造ધ業の࠶生や、自動運ߤધ、ւ༸
ドローン等のਪ進に取り組み、活༂を続けておられるਗ਼
水氏に、次ੈ代ધഫやւ事イノベーションへの期待等に
ついて、お話を伺った。

�� ଄ધۀの࠶生ʹ͚ͯ޲
ᶃඦ೥ʹ一౓のνϟϯεΛ生͔ͯ͠଄ધ࠶ۀ生ͱւࣄ産
શମのఈ্͛Λۀ
昨今、特に、����年の米国との関੫交বҎ߱、造ધ業

への注໨がٸ଎に高まり、業界全体が੝り上がっている。
日本のւ事関連ஂ体はҎ前から「日本の物流・経済を支
えるのはւ運だ」とアピールしてきたが、社会へのਁಁ
はे分ではなかった。ӳ国のۭ܉ത物ؗにおいても、ౡ
国として「シーレーンの確保が経済のࠜװをなす」とい
うలࣔがࢠ供向けになされており、こうしたւ事教育が
日本ではまだऑいと感じる。今こそまさに「ඦ年に一度
のチャンス」であり、造ધ業の࠶生を起点として、日本
のւ事産業全体への注໨を高めていくઈ޷の機会である。

ᶄݱ৔ٕೳऀのՁ஋Λ࠶ධՁ͠ɺަবྗΛ࣋ͭਓࡐのҭ
成Λ
AI・ロボット技術が進లする一方で、米国では、現

場技能者の価値が見௚されている。修સの際には、異Ի
のݪҼを探りながら対処するような高度な判断も求めら
れ、こうした技能はAIには代替しにくい。設計やデータ
分ੳはAIに置き換えられても、最終的に「もの」へ関わ
る現場作業は人間が担わ͟るを得ない。

一方で、機ց化できる作業は機ց化すべきであり、AI
やロボットで置き換えられる部分は積極的に置き換える
べきである。そのような状گの中で重要なのは、自分の
技術・技能をきͪんと言ޠ化し、「自分の能力をいくら
で売るか」を交বできる力を持つことである。言われた
作業をこなすだけでなく、自らの能力を分ੳしてアピー
ルできる人材の育成が今後の課題である。

ᶅਓݮޱগɾւ༸ར༻֦େのதͰɺD9ɾ"IɾϩϘοτ
ಋೖ͸ෆՄܽ
人ݮޱ少社会は変えられていない現実であり、༸上෩

注 1　-J%"3ʢ-JHIU�%FUFDUJPO�BOE�3BOHJOHʣ͸ɺϨʔβʔޫΛরࣹ͠ɺ൓ࣹޫ͕໭ͬͯ͘Δ࣌ؒΛجʹɺର৅෺·
Ͱͷڑ཭΍ܗঢ়Λߴਫ਼౓ʹܭଌ͢ΔϦϞʔτηϯγϯάٕज़ɻ

力の設置・維持管理、ւఈ資ݯ探査、ւఈケーブルෑ設
など、ւのར用ニーズが高まる中で、人材の取合いはさ
らに激化する。ધ員のब職先もւ運会社だけでなく建設
会社など多ذにわたってきており、こうした状گにおい
て、ւ༸のར用֦大に対応するには、DX・AI・ロボッ
ト等の新技術導入は不可欠である。

�� ࣗಈӡߤધ౳の࣍ੈ୅ધഫʹؔ͢Δࡏݱ஍ͱ՝୊
ᶃࣗಈӡߤધの՝୊͸ʮγεςϜの؆ૉԽʯͱʮηϯα
ٕज़ʯ
自動運ߤધについては、日本ஂࡒがਪ進している

「MEGU3I����」プロジェクト等、実証実験について
は、我が国はੈ界と同水準の取組を行っている。しかし、
開発関܎者ではない一ൠのར用者が使い࢝めた際の想定
֎の事ଶへの対処、すなわͪシステムの؆ૉ化と使いや
すさの向上が課題として見えてきている。また、センサ
技術、特に、ো֐物検知の部分はまだ不े分である。ো
物をճආするιフトウェアは整いつつあるが、ベース֐
となるো֐物の認知・判断がະ成熟である。例えば、自
動車用LiDA3注1の検知距離は最大１LN程度だが、全長
���Nの大型ધでは１LN先のো֐物を発見しても間に
合わない場合もあり、ધ種に応じたセンサ性能の要件定
義がٸ務である。

ᶄθϩΤϛογϣϯધの՝୊͸ʮΠϯϑϥ੔උʯ
θロΤミッションધのうͪ電஑ਪ進ધは、ւ֎に໨を

向けると、ノルウェーの電動フェリー、アムステルダム
の運Տ観ޫધ、タイの電動水上バスなど、既に౰たり前
の技術として普及している。この点で日本は஗れている
と言わ͟るを得ない。

θロΤミッションધは、アンモニア・水ૉ・L/G・バッ
テリーなど多様な೩ྉがٞ࿦されているが、最大の課題
はインフラ不足だ。電力・೩ྉの供څ体制はߓدする全
てのߓで、整っていなければ運ߤできないが、現状、横඿・
઒࡚・ਆߓށの཮電設備は規模がখさく、実用的ではな
い。ノルウェーでは大容ྔ電஑（�M8I）を໿��分で
ॆ電可能であり、ハンブルクߓでは��M8の電力供څ
体制を持っている。この点は、日本との差がྺવとして
いる。インフラ整備については行政པみになりがͪだが、



米国企業がスーύーチャージャー（ٸ଎ॆ電設備）を自
社整備したように、業界自らがマーケットを創る気概が
求められる。

ᶅւ͸ʮ೾ɾ͏ͶΓɾ൓ࣹʯ͕ՃΘΓɺ཮্のࣗಈӡస
ΑΓٕज़త೉қ౓͕͍ߴ
自動運ߤધは཮上の自動運転と比べ、技術的難қ度が

֨段に高い。第一に、ւには車ઢ等の໨ҹがなく、自動
車のように、精៛なインフラにґڌした走行ができない。
第二に、ધは波で܏くためセンサ精度が大幅に௿下し、
自動車メーカーとの共同実験でも「ધの方がよっΆど自
動運転が難しい」とのධ価を得た。第三に、波・うねり
の識ผが困難であり、うねりは人間なら໨視で容қに判
断できるものの、センサでの識ผは難しく、うねりを受
けて転෴するリスクも高まる。第四に、཮上の構造物が
ւ面に映り込んで物体として誤検知されるなど、ւ面൓
ࣹによるセンサの誤作動も起こりうる。人間ならば௚感
的に識ผできる「཮上構造物の൓ࣹ」を、センサが認識
するには、まだ大きな技術的ギャップがある。

�� ࣍ੈ୅ધഫ΍ւࣄΠϊϕʔγϣϯ΁のظ଴
ᶃ୲͍खෆ଍ղফͱւ༸ར༻֦େʹ͚ͯ޲ɺࣗಈӡߤધ
の׆༻͸ඞਢ
担い手不足の解消、離ౡ・Ԋ؛の地域活性化、新たな

ւ༸ར用ニーズへの対応、いずれにおいても、より少な
い人数で安全に運ߤできる自動運ߤ技術の実用化は不可
欠だ。労働時間の୹ॖという観点からも有用である。

ルール形成においては、日本が国際的プレθンスを発
揮する機会でもある。センサ等の要ૉ技術の性能に関す
る標準化・規֨化は、IE$（国際電気標準会ٞ）やIS0（国
際標準化機構）でউෛが決まる。メーカーが積極的に国
際標準の取得に向けて動くべきであり、׭民連ܞでIS0
やIE$の規֨ࡦ定に関与し、その内容をIM0（国際ւ事
機関）の文ॻ等に൓映させていくઓུが重要である。

ᶄ"Iɾυϩʔϯ͸෯͍޿ւ༸෼໺Ͱ׆༂
水中ロボット・ドローンは今や「マリタイムドローン」

として一体的に普及が進んでおり、ւఈレアアース࠾取、
༸上෩力の維持管理、ւఈケーブルのメンテφンス、下
水道等のインフラ点検など活༂の場は広い。また、௡波
等のඃ災௚後に人やધが立ͪ入れない地域への先行ௐ査
にも有用だ。AIは、自動運ߤにおけるো֐物認識におい
て特に不可欠であり、カメラ映像から「これがધ」、「こ
れがブイ」と識ผする作業は、人間Ҏ֎ではAIにしかで
きない。ړ業分野においても、ั֫可能サイズやڕの݈
状ଶの判定、ཆ৩データの収集・分ੳによる効཰化な߁
ど、ւでのAI活用の༨地は大きく残っている。

ᶅ৽ٕज़の੍ن੔උͰ͸ɺϝʔΧʔ͕ٕज़のʮकΕΔઢʯ
Λ཰௚ʹࣔ͢͜ͱ͕લఏ
新技術の規制整備に౰たっては、ৄ細な仕様規定より

も、「安全を達成するための最௿限の要件（कるべき一
ઢ）」をࣔす機能要件型の規制が適切だ。センサ性能等
の۩体的な基準については、メーカーが自社技術で保証
できるൣғをҕ員会等の場で明ࣔし、それを基に規制水
準を設定するという双方向の対話が不可欠である。第三
者による認証を৚件とする方法も有効だろう。

行政担౰者は数年で異動してしまうため、大学・研究
機関・メーカーが�年・��年単Ґで規制・規֨形成にもっ
とコミットし、Τビデンスを継続的に提供する体制を整
えることが求められる。また、規制Ҏ前の問題として、
新技術には౰વリスクが൐うため、社会受容性の醸成が
必要である。実験۠域を予め明ࣔして、リスクをঝ知の
上で、新たな取組を試みる社会的合意形成が求められる。

�� ࣍ੈ୅ધഫ΍ւࣄΠϊϕʔγϣϯʹؔ͢Δকདྷల๬
ᶃࣗಈԽٕज़͕୓͘ɺւのଟ༷ͳ׆༻ʙ資ݯɾΤωϧ
Ϊʔɾ෺ྲྀɾ҆શอোʙ
ੈ界情੎の不安定化に൐い、シーレーン確保を含むւ

の安全保োもますます重要性を増している。自動化・ແ
人化技術を活用して、人間のෛ担を効཰的にܰݮしなが
ら、安全と経済をकることが求められる。

ਂւ�
���Nڃでのւఈ資࠾ݯ取には自動化技術が不
可欠であり、༸上෩力で発電した電力を水ૉやଞのΤネ
ルギーにધ上で変換して༌ૹするといった活用も考えら
れる。また、ক来的には、ු体ࣜの༸上プラットフォー
ムとして、ւ上に工場・発電施設を設置し、不要になれ
ば解体して資ݯとしてもར用できる。埋立地と異なり自
વ環境へのӨڹが少なく、サステφブルな活用形ଶとも
いえる。

ᶄւࣄ産ۀ͸ɺ࣍ੈ୅ਓ͕ࡐେ͖͘׆༂Ͱ͖Δ෼໺
ւ事産業はイノベーションという観点では஗れている

分野で、関わる人が少ない分、次ੈ代の人材にとっては
チャンスが多く、研究開発や新技術へのチャレンジの༨
地は非常に大きい。ւ流予ଌの面でも、ࠇைのऄ行終ଉ
を事前に予ଌできた研究者が΄とんどいなかったよう
に、まだ解明されていない課題が数多く残っており、Պ
学者・研究者としても௅ઓできる༨地がे分残っている。

AI・ロボティクス等の最新技術と組み合わせれば、ະ
開୓の課題に௅む技術者・研究者として大きく活༂でき
る。人が少ない分野だからこそ、一人ひとりの貢献が大
きく、やりがいも大きい産業と感じている。
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Interview
໺࿊�ါࢯر ෢ా�྄ଠࢯ

AI技術は、社会課題の解決と構造変革をもたらし、成
熟した産業を成長させる可能性をもつイノベーションで
ある。日本最先端のAIの研究開発を社内で行い、建設・
製造・物流分野などにサービスを提供している燈㈱代表
の野呂氏とDX Solution事業本部General Manager の
武田氏に我が国におけるAI活用の現状と社会実装に向け
た課題等、お話を伺った。

���զ͕国の"I׆༻のࡏݱ஍
ᶃ"I׆༻のݱঢ়ͱ՝୊

AI活用をめぐるフェーズは現在、「AIを使って何がで
きるか」を模索（概念実証）する段階を終え、一部の先
進的な企業や大企業を中心に、AIの現場導入（社会実装
の初期段階）まで進んできている。一方で、米国や中国
と比較すると、全社的な業務プロセスの統合や破壊的な
イノベーションにつながるようなレベルには達していな
い。AI活用の課題としては、第一にフェーズ、部門、企
業ごとのデータの分断・サイロ化であり、第二に、失敗
を許容できない文化があるのではないか。

ᶄ"Iಋೖʹؔ͢Δ࢛ͭのݐઃۀքಛ༗の՝୊
建設業界へのAI導入には、業界特有の課題として、大

きく四点あると考えている。
第一に、建設現場は地形や気候、周辺環境が案件ごと

に異なる一品受注生産であるため、同じAIモデルをその
まま適用しにくいという点である。

第二に、熟練職人の経験や勘といった暗黙知をデータ
として取り込む必要がある点である。また、粉塵や天候
変化、不安定な足場というロボットやIoT機器を導入す
る上での物理的な課題も存在している。

第三に、意匠・設計・構造などの細かな分業体制により、
全体最適が困難である点である。昨今需要が高まるデー
タセンターなどでは設計プロセスが従来と異なることも
あり、従来の分業体制のままでは難しいと考えている。

第四に、重層下請構造により、１社だけではシステム
をアップデートしづらいという点が挙げられる。

���生産ੑ͚ͨ޲ʹ্޲"Iの׆༻ɺ໾ׂʹ͍ͭͯ
ᶃࣸਅɾը૾σʔλの"I׆༻͕ɺ定ܕత͔ͭ๲େͳۀ຿
のޮ཰ԽʹޮՌΛൃ͢شΔ
施工計画・施工管理には、写真記録、出来高管理、安

全、資材管理などの定型的かつ膨大な業務が多く存在し、
こうした領域はAIの力が発揮されやすい。一方で設計に
ついては、法規制への対応やデザインなど創造的な側面
も多いため、実用レベルでの自動化に到達するまでには
一定の時間が必要と考えている。

施工管理については、写真・画像データの活用が抜本
的な生産性向上のカギになると見ている。これまで工事
写真台帳に記録として残されるに過ぎなかった現場写真
だが、精度が年々向上している画像認識AIの活用により、
その活用の幅は大きく広がってきている。

施工計画においても、資材の配置、工程の順序、スペー
スのやりくりのシミュレーションなどに有効である。さ
らに、出来高データが自動で集計され、請求業務まで一
気通貫で処理できるようになれば、施工管理の構造その
ものが大きく変わる可能性がある。

ᶄϑΟδΧϧ"I͕୲͏΂͖ࣄ࢓ͱɺਓ͕୲͍ଓ͚Δ΂͖
ࣄ࢓
重労働や危険作業、定期的な巡視等はフィジカルAIが

代替していくべきである。その上で、人が行う価値ある
仕事としては、①不確実性への対応、②合意形成、③問
いを立てる力、④領域を横断する力、の四つであると考
えている。

現場での突発的事象に臨機応変に対応するには、人間
の判断が必要であり、発注者や協力業者、さらには近隣
住民など多様なステークホルダーとのコミュニケーショ
ンを通じて物事を進める力は、人間のコアな価値領域で
あると認識している。また、AIは与えられたタスクを解
くことには長けている一方、「何を解くべきか」を定義
することは難しい。AIでカバーできるコンテキストには
限界があるため、複数領域を横断して現場の意思決定に
落とし込む役割は、今後も人間が担い続ける必要がある
と考えている。

ᶅٕೳ࿑ಇऀのՁ஋͸͞Βʹߴ·Δ
米国で起こっているような「ブルーカラービリオネア」

（AIがホワイトカラーの仕事を奪っていると言われる一
方で、職人的な技術が必要なブルーカラーの収入が上昇
している現象）は、日本でも起きる可能性は高い。知識・
経験が要求され、複雑な物理作業を完遂できる技能労働
者の価値は今後も上昇するとみている。



一方で、ホワイトカラーが価値を失うとは考えていな
い。経験とAI技術の双方を兼ね備え、新しい建設業の姿
をデザインできる人材にとっては、AI時代はチャンスと
なると考えている。

�� ࣾձ࣮૷ʹ͚ͨ޲՝୊ʹ͍ͭͯ
ᶃٕज़のਐาʹଈͨ͠๏཯౳のΞοϓσʔτ͕ඞཁ

経済成長に資するイノベーションを促進するという観
点では、技術の進化スピードに対して法律のアップデー
トが追いついていないと考えている。特定の技術や手段
などの仕様を細かく規定するのではなく、安全性に基づ
いた性能規定を進めていくのは一つの手段ではないか。

事故等に対する責任の所在を明確にしつつ、実証実験
を奨励していくことも有効だと考えている。また、紙を
ベースにした手続きといった既存慣習を積極的に棚卸し
し、制度をアップデートしていくことも重要なポイント
だと感じている。

ᶄ"Iਪਐʹඞཁͳの͸ɺࣦഊΛڐ༰ͯ͠௅ઓΛධՁ͢Δ
จԽͮ͘Γ
新たな技術を適切に使いこなせる人材を育てるために

は、AIに関する知識と自社の業務の双方に精通した人材
の育成が重要だ。事業者には、AIツールを自主的に活用
できる環境を整え、さらにノウハウや成功事例を共有し
て刺激し合う環境作りや、AIに不慣れな人材でも置き去
りにしない仕組みづくりが必要である。

そして、試行錯誤の中でアイデアは生まれてくるため、
社員が試行錯誤してアイデアを生み出せる環境を醸成す
ることが重要である。

ᶅ国ओಋのσʔλඪ४Խɺσʔλ౷߹ج൫の੔උΛظ଴
すでにPLATEAUや全国道路施設点検データベース、

水防災オープンデータ提供サービスなど、国では多くの
情報を公開しているが、さらに画像や点群、映像といっ
た非構造データが、AIの学習においては不可欠だ。ひび
割れや変状について画像と、その画像と劣化度が紐付け
られる形で公開されれば、予知保全技術の促進に大きく
貢献するだろう。

また、現状ガス・水道・電気・通信事業者が分散して
管理している埋設物に関するデータを国として標準化
し、統合できる基盤が整備されれば、地中を探査する技
術と組み合わせて活用の可能性が広がると期待している。

工事写真や予知保全の分野について、民間の市民開発
や民間での開発に任せるだけでなく、国のプロジェクト
として進めていくことも一つの選択肢ではないかと考え
ている。これらは大きなイノベーションが求められる領

域であり、民間企業が単独でリスクを取るには投資や予
算面で不安もあるため、国主導で進めてもらえるならば、
我々としても手を挙げやすくなる。

また、その際の支援のあり方も重要だと感じている。
人件費補助を中心とした形は、我々のようなテクノロ
ジーを産業に実装していく事業体には必ずしも適合しな
い面がある。売上を立てながら実現していくことが前提
となるため、その形に合った支援スキームが整備されれ
ば、スタートアップを含む民間からの参入も増えるので
はないか。

�� "I౳ɺ৽ٕज़ʹΑͬͯ生産ੑ͕໌্ͨ͠޲Δ
͍ະདྷʹ͍ͭͯ

ᶃ"I౳ɺ৽ٕज़のී͕ٴ΋ͨΒ͢Πϯϑϥɾަ௨のະདྷ
これまで専門家にしかできなかったことが、日常のイ

ンフラに組み込まれていくという転換が起こるのではな
いかと予想している。現在、技術者が数年に一度行って
いる橋梁やトンネルの点検を、道路を走る車のドライブ
レコーダーやスマートフォンのカメラにより「毎日点検」
されることが実現されるのではないか。これは、点検頻
度が劇的に上がるだけにとどまらず、都市の三次元モデ
ルが常にリアルタイムで更新されるようなデジタルツイ
ンを実現させることもできると予想される。

交通分野では、自動運転やMaaSの普及によって自動
化や渋滞解消が進んでいくと考えられる。そのためには
データが継続的に集まる仕組みをいかに設計するかがカ
ギとなる。

ᶄ஍ํ΁のΠϯύΫτ͸ΑΓେ͖ͳ΋のʹ
AIは都市部との距離やスキルの差を埋める手段ともな

り得る。例えば、地方にいながら都市部のプロジェクト
に遠隔で関わることや、熟練者が不足している地方の現
場を、AIを通じて都市部からサポートすることも期待さ
れる。

自動運転に関しても、公共交通が衰退している地方は、
人流が少なく、自動運転を導入しやすい環境であり、ラ
ストワンマイルの移動手段として有効になり得る。さら
に、橋や道路、上下水道などの老朽化対応が大きな課題
となっている地方自治体にとって、AIによる補修優先箇
所の自動判定や、予算配分の意思決定支援は、都市部と
同等の品質維持を可能にすると考えている。

こうした各種インフラ面の整備は、医療・教育・行政
といったサービスのリモート化にも連鎖的につながって
いき、やがて国土交通分野にとどまらず、社会全体に効
果が波及していくことが期待される。



ΠϯλϏϡʔ
国౔ɾྺ࢙ʹࠜ෇͖ɺະདྷʹ͑ࢧ͚ͯ޲ଓ͚ΔΠϯϑϥ
ʙϞσϧɾλϨϯτɹࢢ઒�ࣿᒀࢯʙ

Interview
人気フΝッションモデル・タレントの市઒ࣿᒀさんは、

大のమ道޷きで、మ道に関連した൪組、イベント、ॻ੶
などでも多࠽Ϳりを見せている。その市઒さんに、ࢲた
ͪの生活や産業の基盤であり、日本の経済や社会を支え
るハード・ιフトのインフラについて、ご自਎の視点から、
日ࠒ感じていることや今後の課題など、お話を伺った。

ͱͬͯのϋʔυɾιϑτのΠϯϑϥͱ͸ʹࢲ���
ᶃΠϯϑϥΛҙࣝ͢Ε͹ɺ೔ৗָ͕͘͠๛͔ʹ

受している、౰たり前と思える日常、ศརڗたͪがࢲ
で安全な฻らしʵそれらを、道路、మ道や橋などのイン
フラが、普段その存在を意識させず、いつも支えてくれ
ている。

మ道޷きのࢲは、మ道や車で移動するとき、車૭の流
れるܠ৭、電車が૗でる走行Իなどを感じながら、長時
間の移動でも、移動自体をָしめている。意識を少しだ
けインフラにも向けて、「ָしめる視点」がՃわると、
ԯ߷だなと思える時間も、精ਆ的な๛かさが少しだけプ
ラスされた特ผなものに変わって、少し得している気分
になる。

ᶄΠϯϑϥɾަ௨の૚Λ͡ײΔ
౦ژは、ੈ界の大都市と比べても本౰に移動がしやす

い。それは、これまでのインフラや交通ネットワークの
஝積があるから。మ道໢のॆ実やダイϠのີۓ性、環状
ઢや౦੢の道路、そして安全に通れるখ道まで残されて
いて、ੈ界から見てもとてもܙまれている。

、が層になっているところだ。మ道ژຯਂいのは、౦ڵ
ट都高などが立体的に配置されていて、モノレールが
走っていたり、地下は地下మがز層にも通っていたり、
バスや自転車も含め、ଞの֗にはない多様な交通手段が
共存している。

ᶅ国౔Λͭͳ͗ɺ஍ҬΛσβΠϯ͢Δ
日本のమ道は、ਖ਼確性、安全性そしてਗ਼ܿ感はੈ界で

もトップだと思う。మ道会社は分かれているとはいえ、
国土が一つのઢ路でつながっていることのૉ੖らしさ
は、これまで౦੢ೆ๺、మ道の最果てを๚れた経験から
実感している。

また、మ道会社によってそれͧれカラーがあり、車྆
の種ྨもいろいろあり、中ԝઢっΆいとか、ٸࡕっΆい、
౦武っΆいとか、その֗がమ道を作っているのか、మ道

が֗を作っているのか、そういった何とも言えない、言
化できない「路ઢらしさ」というのは、ւ֎ではあまޠ
り感じることはない。మ道会社が、Ԋઢを֗ごとデザイ
ンしている感じが面നい。

���Πϯϑϥ͸ख़࿅の஌ܙͱٕೳの஝ੵのྺ࢙
ᶃະདྷʹ఻͍͑ͨۙ୅ԽҨ産

手ઢで、��年Ϳりの新Ӻとなった高ྠήートウェࢁ3+
イӺの開業とฒ行して、周辺の࠶開発が進む品઒・高ྠ
Τリアで、ۮવ発見された高ྠஙఅは、明治まもなく、
日本初のమ道開業時に、ւ上にઢ路をෑくために建設さ
れたインフラҨ構だ。ੴ積みの構造で、見た໨も可Ѫら
しい。「మ道は཮上のもの」という概念を෴し、ւの上
にઢ路をつくるという発想にはڻかされるし、ロマンを
感じさせる。ӳ国の近代的なమ道技術と、日本のங৓技
術を応用した現場力とでつくられたハイブリッドとし
て、ະ来にも残したい近代化Ҩ産だと思う。

ᶄত࿨���೥Λ๰͙ަ௨Πϯϑϥ
生きたインフラҨ構といえるのは、౦ژのど真ん中を

走る౦ژメトロۜ࠲ઢだ。ত࿨まもなくઙ૲・上野間が
開業した日本初の地下మというだけあって、大都会の地
下ઙく、Ӧ業を続けながら、Ԇ৳工事などを積み重ねて
渋୩までつながった路ઢには、Ӻやトンネルのนなどに
౰時をࣱばせるものが残っている。

渋୩に近づくと、その໊の通り「୩」なのでٸに地上
にإを出す。最初地下మが上がっているのかと思ったが、
֗の方が下がっている。今の渋୩のターミφルはとても
ະ来的で、そこへシームレスにつながるۜ࠲ઢは、とて
もັ力的だ。్中の新橋Ӻは、今でこそキャύオーバー
のӺホームのখささだが、౰時の技術、予算でできた規
模感を఻えるもので、トンネルがখさい分、車྆もͪΐっ
とখͿりになっている。新型車྆のデザインも、車体カ
ラーはしっかりԫ৭のまま、੮の仕切りや車྆間の貫通
൶がಁ明なڧ化ガラスになっていたり、上のՙ物棚もಁ
明アクリルにしたり、そのฑは、Ԋઢにあるハチ公やཕ
門をモチーフにしたデザインだったりと、খさいながら
に開์感と、地域や人を考えたԋ出がされている。

ᶅඐഀૃބਫ͕఻͑Δจ໌։Խのࢥ૝
ඐഀૃބ水のトンネルもとてもૉఢだと思う。ඐഀބ

ૃ水は、文明開化の思想が可視化されているような水路



で、౰時の土໦技術と都市計画と電力の複合体だと思っ
ている。それが今、観ޫ地となって、ژ都ڵ࠶にかけた
एき技術者たͪの情೤を఻えている。第三トンネルの౦
ぎ落とせるのに装০に࡟は৓門のようで、シンプルにޱ
もݸ性があり、Җݫを感じる。మ道がࢁを切り開いて通
るのは今では౰たり前かもしれないが、౰時はいかに画
期的だったのかと思いを஘せてしまうҨ構だ。

�� ΠϯϑϥΛະདྷʹͨ͢࢒Ίʹ
ᶃ͜ى͕ނࣄΔલʹ対ࡦΛ

日本は、ઓ後の෮ڵから、高度経済成長期の集中投資
を経て、今はインフラ・交通ネットワークが最も進んだ
国として高くධ価されている。一方で、これらが一੪に
老朽化が進んでいくという現実にも௚面している。

交通インフラ関連の仕事をしている方と話すと、よく
ฉかれるのが、「今が本౰に大事な時期だ」ということ。
事故があってからでは஗いのは、みなさん、分かってい
る一方で、何もまだ起こってないところに予防保全の投
資をするのを理解してもらうのが難しい。何か壊れる前
に࠶投資しましΐう、ということを܁りฦし発信して、
理解してもらうしかないと思う。Ҿき続きインフラの予
防保全はؤுって΄しいし、ドローンやAI、ロボットの
実装が進み、現場の人の安全にもつながるのはすごくあ
りがたいことだと思う。

ᶄϩʔΧϧઢの՝୊ͱ࿏ઢҡ࣋のͨΊの޻෉
地方のローカルઢの維持問題は難しい。地元民ではな

いのでܰ々しく、「なくしてཉしくない」とは言えない。
ただ、మ道は移動手段であると同時に医療、教育、観ޫ
などの基盤であり、１日数人しか৐ってなくてもその人
の生活がそれによって成立しているので、地域全体の持
続性とつながってくる。それと同時に、維持コストの高
さの問題もあるのだろう。

ただ、人が৐らないからとྻ車本数をݮらすことで、
さらにར用者数をݮらし、それによってさらに本数をݮ
らす、というѱ॥環になっている路ઢはઈ対あると思う。
っݮ本ઢのように、ར用者数がࢁを݁Ϳ+3高ࢁෞ・෋ذ
ていたにもかかわらずあえて本数を増やしたところ、ར
用者が増えたという事例もある。৐りたくても電車が来
ないから৐れない人もいる、というアプローチで考えて
みるのも選択肢としてあると思う。

また、もっとར用してもらって路ઢを維持するために、
観ޫで来る交流人ޱが定期的に来て地域に関われるよう

なシステム、例えばサブスクリプション（サブスク）が
あればいいのにと思う。例えば+3๺ւ道のサブスクで、
１ճ෷ったら৐り์題にする。実際にはそんなに৐らな
いけれども、行った時にศརになるから、いつ行っても
何度でも৐れます、というサービスにすると、もっと৐
る機会が増えるのではないかと思う。

�� Πϯϑϥ͕΋ͨΒ͢ະདྷ΁のظ଴
ᶃϦχΞதԝ৽װઢ͕ม͑Δమಓのཱྀ

建設が進むリニア中ԝ新װઢは、最高時଎���LNの
௒高଎の༌ૹインフラだ。地下やַࢁ部を通過するため、
トンネルは品઒・໊ݹ԰間の��ˋを઎める。

車૭のܠ৭を見ながら会話したり、写真に収めたりと、
Ώったりと過ごせるのが、మ道のཱྀのָしみとすれば、
リニアは、ཱྀの価値に変化をもたらすものだ。車૭のܠ
৭はָしめないかも知れないが、໨的地にૣくணけば、
現地で過ごせる時間が増えて、それはそれでૉ੖らしい
ཱྀといえる。新װઢよりも଎達性があり、৐車時間が୹
くなっても、そういうָしいۭ間が生まれるのではない
かと期待している。ۭߤ機では、ܠ৭が見えなくても、
੮モニター画面にフライトマップで現在地が表ࣔされ࠲
るから、それを見ている৐٬も݁構多いҹ象だ。リニア
でも、画面上のアイコンの動きで、リアルに଎さや場所
を実感できるものがあればいいと思う。৐車前の心༂る
気持ͪも含め、ָޘ性やΤンタメ性があってリニアをָ
しめるのではないか。

ᶄʮग़͔͚ͨ͘ͳΔʯΠϯϑϥʹظ଴
いつでもどこでも、インターネットやスマートフォン

で何でも情報が手に入る時代だが、日本には、現地に出
かけないとັ力が分からないことが多い。現地に足を運
べば、新たなັ力に出会えるだけでなく、自分だけが感
じ取れるささやかなັ力を発見でき、そこでの交流も生
まれてくる。

AIの進าの଎さには、いつもڻかされているが、自動
運転技術の進లも଎い。自動運転タクシーが、మ道Ӻか
ら先の交通がࢭまってしまっている地方と連ܞしていけ
るとྑいと思うが、実現もそこまで来ていると感じてい
る。決して遠出でなくてもྑいので、みんながもっと出
かけやすくなり、出かけることで人の交流がもっと生ま
れるような、そのようなインフラの開発をこれからも期
待したい。



ΠϯλϏϡʔ
௨Πϯϑϥの՝୊ަ͚ͨ޲ʹ成௕ͱࣾձの成ख़ࡁܦ
ʙ;JQ�*OGSBTUSVDUVSF ᷂ɹ$&0ɹਢ஌ࢯڡߴ�ʙ

Interview
;iQ InGraTtruDture㈱の$E0として次ੈ代の公共交通

システムである自走型ロープウェイ「;iQQar」の開発に
取り組み、活༂されているਢ知氏に我が国の経済成長と
社会の成熟に向けた交通インフラの課題について、経Ӧ
者・開発者の立場からお話を伺った。

��զ͕国のࡁܦ成௕͓Αͼࣾձの成ख़ʹ͚ͨ޲
ަ௨Πϯϑϥの՝୊ʹ͍ͭͯ

ᶃ೔本ಠࣗの՝୊ʹ対Ԡ͢ΔΠϊϕʔγϣϯ͕ෆ଍ͯ͠
͍Δ
我が国の交通インフラにおける最もਂࠁな課題は、イ

ノベーションの不足である。キックボードや自動運転な
ど、ւ֎で成功した技術を後追いで導入する܏向がڧく、
日本独自の課題、特にਂࠁ化する人手不足などに対する
独自のイノベーションと、それを促進するための支援が
不े分である。݁果として、交通分野で言えば運転手不
足などのࠜ本的な課題が解決されないまま์置されてい
る状گにある。

課題を解決するためには、ແ人の自動運転が必要だと
考えている。খ規模地域であればάリーンスローモビリ
ティやそのແ人化が有効だろう。また、人ޱが数ສ人規
模になると、自動運転バスや路面電車の自動運転化も考
えられるが、実装は౰初のペースで進んでおらず、今後
も難しいと思われるので、ແ人の専用ۭ間を走る交通シ
ステムが必要だと考えている。

ᶄελʔτΞοϓ͕ۀا௚໘͢Δ࣮ࢪݧઃ֬อのࠔ೉͞
次ੈ代交通システムのハードウェア開発には、実験施

設での検証が不可欠である。;iQQarの開発においても、
コンクリート基ૅやߌ基ૅを大規模に設置できる場所を
見つけることに非常にۤ労した。大企業であれば工場の
一֯をར用できるが、スタートアップ企業にとってはそ
ういった場所を探すことが大きなোนとなっている。

過去の事例として、����年（Ѫ知ສത）から運行し
たリニモ（)SST）も、開発時には઒࡚の౦ઔౡで不等
௜下期間の�年間だけ実験場所をआりるなど、同様の困
難に௚面していた。我々は現在、ೆ૬അ市の協力により
実験ઢを確保できているが、今後は๺ւ道の๫෩ઇ環境
やԭೄのڧ෩・Ԙ֐環境での実験も必要となる可能性が
ある。スタートアップ企業が大規模施設の一֯をआりら
れる仕組みがあれば、技術革新がより進むと考えられる。

��ࣾձ࣮૷ʹ͚ͯ޲
ᶃଟ༷ͳϓϨΠϠʔͱのڠௐ΍஍Ҭ࿈͕ܞॏཁ

次ੈ代交通システムの実現には、θネコン、デベロッ
ύー、需要ௐ査コンサルタント、車྆メーカー、技術ܥ
঎社など、多ذにわたる分野との協ௐが不可欠で、「協
ௐしない分野がない」と言える΄ど、幅広い連ܞが必要
となる。

地域との連ܞも重要で、我々は෱ౡݝ内でௐ達できる
部品は優先的にݝ内製を使用している。また、大企業か
らスタートアップ企業への出向も、双方にとって大きな
རӹがあり、;iQQarでも出向者を受け入れている。こ
のような大企業とスタートアップ企業の人材交流は、今
後さらにਪ進すべきと考えている。



ᶄ࣮धʹࢧ͍ͨͮجԉํ๏の͋Γํ
イノベーションの創出において重要なのは、実際に必

要とされているものに対して支援を行うことである。そ
の際、ແਚଂに補助をするのではなく、例えば次ੈ代交
通システムの需要ௐ査を行う際に自治体が൒分を補助し
たり、開発費も全ֹ補助ではなく、自分たͪでフΝンド
や企業からௐ達した上でその残りを補助する、といった
形で、実際にニーズがあってۚ༥マーケットからධ価さ
れているものに対して追Ճの補助を行うことが重要では
ないか。こういったやり方により、真に市場が求めるイ
ノベーションが促進されるものと考えられる。

ᶅެฏͳڝ૪ڥ؀の੔උ͕ඞཁ
次ੈ代交通システムを開発する際の課題は、補助ۚ制

度である。既存の路面電車やモノレールには前例がある
が、次ੈ代交通システムには前例がないため、どの程度
の補助が受けられるのかが̎ʙ̏年間も決まらない状گ
が続いている。次ੈ代交通システムが必ず補助の対象に
なるようにして΄しいと言っているわけではなく、あく
までもฏ等な৚件で、次ੈ代交通システムもこの補助の
対象になる、と言ってもらうだけで、同じ土ඨにはฒͿ。
このように、国には既存のシステムと同じように比較さ
れる環境を整えて΄しい。

また、;iQQarのようなシステムは、同じ移動であっ
てもࢲ有地内で完݁するか、公道を移動するかなどに
よって異なる法規制が適用される可能性があるので、二
重三重の開発ෛ担が生じている。一つの基準を通過した
らଞの用్にも転用できるようなॊೈ性があれば、開発
がՃ଎するので、そういったॊೈ性が必要と考えられる。

ᶆʮڠௐʯʹΑΓͱ΋ʹ։ൃΛ
自治体や国民には、次ੈ代交通システムを一ॹに作り

上げていくという「協ௐ」の姿੎を期待したい。開発్
中であることを認めてもらった上で、ニーズやر๬を൓
映しながら共に作り上げていくことができれば、よりྑ
いシステムが実現できる。ૣ期の完成を求めるだけでな
く、開発プロセスへの参Ճという視点が重要である。

ᶇࣦഊの஌ݟΛ࣍の成ޭʹͭͳ͛Δ࢓૊Έ͕ඞཁ
イノベーションの創出には、「失敗を前提として次の

成功に向かっていく」という視点が非常に重要である。
例えば、広ౡで運行していたスカイレールは、��年΄
どでഇઢとなったが、その知見や車྆が;iQQarの開発
に活かされている。;iQQarは実際にスカイレールの車
྆を受領し、そこから多くを学んでいる。

঎業的には「失敗」したプロジェクトであっても、஝
積された技術や経験は、新しい企業の݂೑となる。その
ためには、文献や開発資ྉをしっかりと残していくこと

や、一度失敗した人たͪが新しいチャレンジをする時に
応援することが重要である。失敗をྐとして次なる成功
に向かっていく、このサイクルを促進する仕組みが、イ
ノベーションの創出には不可欠である。

ᶈ৽ٕज़のࣾձ࣮૷の成ޭʹ͸੹೚ऀの໌֬Խ͕ඞཁ
新技術の社会実装において最も重要なのは、しっかり

と責任を取ってਪ進する人が明確に存在するかという点
である。スタートアップでは、代表者が自らのࡒࢲを投
じて会社を設立し、成功すればۚમ的な成功を得る一方、
失敗すればそれを失うというリスクをෛっている。この
ような仕組みはਖ਼常な仕組みであり、݈全なイノベー
ションの基盤となる。一方、׭民連ܞの下、様々な主体
が参Ճする一部の大型プロジェクトについては、責任者
が明確になっていないことがݒ念される。また、公務員
的なڅ与体ܥや報ु体ܥの中では適切なインセンティブ
設計が難しいという課題があるが、そうであれば民間に
任せるという選択肢も検౼すべきである。

新װઢ建設における国మのेՏ૯ࡋのように、責任者
がڧい֮ޛを持って「本౰にやるͧ」とਪ進したからこ
そ成功した事例もある。過去のプロジェクトの成൱を見
ても、責任者がしっかりと取り組むことが、イノベーショ
ンの実現には不可欠である。

��฻Β͠ͱࣾձのকདྷల๬
ᶃٛ޿のࣗಈӡసʹΑΔແਓަ௨のૣݱ࣮ظΛ

日本の交通インフラのະ来において重要なのは自動運
転であることは間ҧいないと思う。ここでの自動運転と
は、自動車に限らず、మ道、次ੈ代交通システムなど、
あらΏる交通手段におけるແ人化をࢦす「広義」の自動
運転である。人ݮޱ少に൐い、バスの運転手や交通機関
を動かす人員が不足していく中で、公共交通を持続可能
なものにするためには、自動運転・ແ人化が不可欠である。

時଎が̑ʙ ��キロと஗くても、完全ແ人で運転でき
る環境をૣ期に実現することが重要だ。これにより、中
学生・高ߍ生の通学問題や、地方での໷間の移動手段不
足といった課題が解決できる。レベル̐の自動運転や遠
隔運転を組み合わせながら、௿଎でも完全ແ人の交通手
段をૣ期に実現することが、地方の活力を取り໭す伴と
なる。

ᶄ҆શੑのͨΊʹ͸ઐ༻ۭؒަ௨γεςϜ͕ඞཁ
人ޱが数ສ人規模の地域では、༌ૹີ度が上がるため、

専用ۭ間を走行する交通システムが必要となる。安全性
の観点からは、交通システムの二極化が進むと予想され
る。自動運転車྆が、า行者とฏ面交差する場所では、
๢事故にならない程度の௿଎度走行に制限される一ࢮ
方、専用ۭ間では高଎走行を可能とする。年間�
���人



Ҏ上が自動車事故で๢くなっている現状を重く受けࢭ
め、自動運転化により事故をθロに近づけていく必要が
あるし、自動運転という責任主体のݸ人からシステムへ
の意向を考えると必વ的にそうなると考えられる。専用
ۭ間を走行する交通（మ道等）では既に年間数件レベル
の事故཰を実現しており、このような安全な公共交通へ
の需要が高まっていくと考えられる。

専用ۭ間を走行する交通システムは、;iQQarのよう
なロープウェイ方ࣜ、細い高Ս道路を走るシステム、地
下の専用トンネルなど、ੈ界的に様々な専用ۭ間交通が
開発されているが、日本では地਒によりॾ֎国に比べ土
໦構造物が大規模になることを考ྀすると、ロープウェ
イ方ࣜが最適と考えられる。

ᶅ����೥のެަڞ௨Ϗδϣϯ
自動運転のよいところは、運転手の人件費が不要とな

るため車྆数を増やすことができ、高頻度運行が実現で
きることだ。待ͪ時間が୹ॖされれば、「車ではなくバ
スでいい」という選択が広がる。専用ۭ間で高଎・高頻
度に運行する自動運転の公共交通が各地にల開され、安
全でརศ性の高い移動手段として定ணしていくだろうと
いう観点でࢲは、����年の公共交通は明るいと考えて
いる。

また、自動運転は新たなサービスを生み出す一方、既
存のサービスを変化させる。都心のற車場需要はݮ少す
る一方で、広ࠂトラック需要の増Ճや道路上の঎業施設
のొ場など、新しいビジネスモデルがొ場する可能性が
ある。こうした変化は政ࡦにも大きなӨڹを与えるため、
長期的な視点での検౼が必要である。

ᶆզʑのͻͱͭͻͱͭの൑அ͕ະདྷΛม͑Δ
経済成長は、我々のような民間の開発者や行政も含め

て、様々なプレイϠーがひとつひとつ౒力を重ねること
で達成される。その際に重要なのは、「今あなたが作っ
ている一つのճ౴や一つの解ऍで、実際にੈ界は変わる」
ということを理解することだと思う。

例えば高଎バスのフルフラット࠲੮は、৸台࠲੮が１
車྆につき１੮までというճ౴により、長年もの間社会
実装がされなかった。その後、上下二段ࣜフルフラット
シートの発明や試作車が車検を通過したこともきっかけ
で有識者会ٞが࢝まり、ガイドラインがࡦ定された。ひ
とつひとつのճ౴やひとつひとつのଧͪ合わせがੈ界を
変えていくこともある。規ଇは重要だが、国民の޾せの
ために何がベストかという視点を持ͪ、関܎者が一ॹに
切᛭ୖຏしていくことが、日本の経済成長につながると
考えている。




